
 



 



 



 

 

 



第８条 都道府県及び市町村は、再犯防止推進計画を勘案して、当該都道府県又は市町村における再犯の

防止等に関する施策の推進に関する計画（次項において「地方再犯防止推進計画」という。）を定める

よう努めなければならない。 

２ 都道府県及び市町村は、地方再犯防止推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表

するよう努めなければならない。 



■再犯防止推進法 附帯決議 

本法における「犯罪をした者等」の認定に当たっては、有罪判決の言渡し若しくは保護処分の

審判を受けた者又は犯罪の嫌疑がないという以外の理由により公訴の提起を受けなかった者

に限定するなど、本法の基本理念を踏まえ、かつ、その罪質、犯罪のなされた時期を考慮し、

不当に拡大した適用をすることがないようにすること。 











                                                   




